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教育基本法の改正以後、大学の使命として教育・研究に加えて社会貢献が求められるようになり、
大学で創出した研究成果を社会に還元する手段として、産学連携が発展してきた。昨今、研究成果
の実用化の主体として大学発ベンチャーが注目され、全国で設立が相次いでいる。こうした動向は
新たなイノベーション・プロセスの台頭であると捉えられがちで、「複数ある産学連携の手段・領域
の一つとしてのベンチャー創出」という構図から、大学発ベンチャーを支援する現場のマネジメン
トを描写した議論は、組織論的な観点から見るとなおざりにされている。そこで本稿は、大学内で
直接的にベンチャー創出支援を行う部署ではなく、産学連携部門内で主にベンチャー創出以外の領
域を担当する部署に対して調査を行い、当該部署から見た大学発ベンチャー支援の実態を調査した。

インタビューに基づく質的分析の結果、大学における産学連携活動はマクロ（社会・政府）、メゾ
（大学の経営層）、ミクロ（産学連携部門）の各次元をまたぐ二つのサイクルから影響を受け、効果
的な大学発ベンチャー支援を困難にするメカニズムが生じていることが明らかになった。

第 1 は、マクロレベルとメゾレベルの結びつきにより形成された、現場に腹落ちしない運営サイ
クルである。大学発ベンチャーの設立数が重視され、大学の経営層が求めるKPIと現場の実態との
不整合が繰り返し生じる中で、大学発ベンチャーに関する限定的な解釈に基づき、新たな目標や期
待が形成されていることが示唆された。

第 2 は、メゾレベルとミクロレベルの結びつきにより形成された、推進力に欠ける実務サイクル
である。産学連携部門では大学発ベンチャーという言葉が意味する範囲の拡張が生じており、支援
業務の範囲も自ずと拡がり、人的資源や専門性が慢性的に不足している。このような実態は全学レ
ベルで設定された計画の検証プロセスに織り込まれず、産学連携部門は経営層が求めるKPIに追従
することが求められ、逐次的な対応に追われている。この状況が大学内で十分に共有されないこと
により、大学全体として整合的な意思決定がますます困難になっていくことが示唆された。

要　旨

＊　�本研究は、JST-RISTEX（課題番号：JPMJRX21B2）の助成を受けたものである。本稿の執筆に当たり、インタビュー調査にご
協力いただいた関係者の皆様に御礼申し上げたい。
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1　はじめに

政府は大学等の研究機関について、2000年の前
後に米国のやり方を踏襲し、研究成果を技術移転
するための施策を打ってきた1（原・薄井・高柳、
2024）。2006年の教育基本法の改正では、大学の果
たすべき役割として、教育・研究に加えて社会貢
献が追加され、産学連携を通じて研究成果を実用
化することが求められるようになってきた。産学
連携という発想は徐々に社会で定着し、大学が受
け入れる共同研究・受託研究・治験・知的財産な
どからの研究資金等受入額は年々増加している

（文部科学省、2024）。
産学連携を通じた学術的成果の社会実装（social�

implementation）の試みが一般化するのに合わせ
て、新市場・雇用創出のために、大学のシーズを
基にしたベンチャー企業の創出を促そうとする

「大学発ベンチャー1000社計画2」が提案された（経
済産業省、2001）。2014年以降大学発ベンチャーの
設立件数は毎年増加しており、2023年度の経済産
業省の調査によると、その数は過去最高の4,288社
となっている（経済産業省、2024）。この潮流は、
省庁をまたいだ日本政府全体の方向性であり、例
えば「統合イノベーション戦略2022」でも、大学
発ベンチャーの役割が強調されており、特にテッ
ク・ベースのベンチャーの成長を支援するための
政策が打ち出されてきた（内閣府、2022a）。

複数ある産学連携アプローチの中でベンチャー
設立の比重が大きくなりつつある一方で、大学に

1 　�例えば、1998年のTLO法、1999年の日本版バイ・ドール制度、2001年の大学発ベンチャー1000社計画、2004年の国立大学法人化（こ
れに伴い、教員の発明は原則として大学の帰属になった）が挙げられる。

2　�「平沼プラン」とも呼ばれており、バブル崩壊による「過去の清算」と「未来への挑戦」の両面からの構造改革を行うことを企図し
て、平沼赳夫経済産業大臣が15の提言をしたもの。

3　�大学におけるベンチャー支援の具体的な活動内容については、渡部ほか（2011）を参照されたい。
4　�TLOはTechnology�Licensing�Organizationの略称で、産学連携の仲介役を担う業者のこと。国外では、TTO（Technology�Transfer�

Office）という表現のほうが一般的である。本来は大学等の研究機関の技術的な研究成果を権利化し、民間企業に対して移転すること
を主な業とする組織だが、適性のほどはさておき（Clarysse,�Tartari,�and�Salter,�2011）、TLOが大学発ベンチャー支援に関与してい
る例は珍しくない（Bolzani,�et al.,�2021）。

おけるベンチャー支援機能については多くの課題
が指摘されている3。具体的には、大学内の研究部
門と産学連携部門の間でのコミュニケーション不
足や意思決定の遅延が、ベンチャー支援において
大きな障害となっている。特に、各部門が独立し
て運営されているため協力がスムーズに行われ
ず、迅速な対応が求められるベンチャー支援が滞
ることが問題視されてきた（山田、2015）。

また、大学を取り巻く制度的慣性は既存の枠組
みを維持し続ける要因となっており、新しい支援
策の柔軟な導入が難しいとされている。これは、
現在の設置主体である法人と大学組織のガバナン
スが複雑化していることに起因しており、特に大
学が新しい産業のニーズに必ずしも即応できない
ことが、大学発ベンチャー振興からイノベーション・
エコシステムへの発展までの道筋にとって、重大
な課題となっているとの指摘がある（山田、2015;�
舟津、2023）。よりマクロな視点からは、日本の産
学連携促進政策が硬直的で、現場のニーズに十分
対応できていないとの指摘もあった（Ranga,�
Mroczkowski,�and�Araiso,�2017）。このような不
整合はベンチャーが直面する具体的な課題を生み
出しており、大学やTLO4（技術移転機関）がより
柔軟な対応を求められる状況をもたらしてきた。

このように、大学発ベンチャーの支援に関して
多くの課題が指摘される中で、大学発ベンチャー
の設立数は年々増加している。既に指摘された課
題の根本的な解決が見られないまま、設立数に係
る目標が設定されては達成されてきた背後で、支
援の現場に何らかの矛盾が生じている可能性は高
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い。ベンチャーの設立という手段が産学連携の選
択肢として改めて強調されている今、マクロな変
化が大学運営や産学連携支援の現場にどのような
影響を及ぼしているのだろうか。

2　研究調査の背景

（�1�）大学発ベンチャー振興に関する�
� 先行研究とコンテクスト

学術研究者が関与する研究シーズを実用化ない
し商業化する活動は、アカデミック・アントレプ
レナーシップと呼ばれ（Shane,�2004;�Bercovitz�
and�Feldman,�2008;�Abreu�and�Grinevich,�2013な
ど）、大学発ベンチャーのみならず、既存の民間企
業やTLOがその役割を担ってきた。アカデミッ
ク・アントレプレナーシップについての学術的な
研究は2000年以降に飛躍的に増加し（Hossinger,�
Chen,�and�Werner,�2020）、様々な国・地域のデー
タを用いた先行研究が数多く蓄積されている。こ
こでは、大学発ベンチャーの設立を促進する要因
に注目し、実証分析を通じて明らかにされてきた
知見を整理しておく。

まず、学内外の制度・規程や施設・設備の充実
は大学発ベンチャーの設立数を増やすことがわ
かっている。例えば、利益相反の扱いや大学発
ベンチャーへの参画条件に関する学内規程や、大
学発ベンチャーの創出プログラム（Caldera�and�
Debande,�2010）、あるいは大学と紐づいたイン
キュベーター（Rodeiro-Pazos,�et al.,�2012）が存在
する大学では、ベンチャー設立数が有意に多い。
また、産業界由来の財源に基づく研究支出額が多
い大学ほど、ベンチャー設立数が多い傾向が認め
られるほか（Rodeiro-Pazos,�et al.,�2012）、大学発
ベンチャー創出を目的とした政府による補助金制
度も設立件数を有意に増加させることも報告され
ている（Lautenschläger,�Haase,�and�Kratzer,�2014）。

さらに、ある年度における大学ごとのベンチャー
設立件数は、当該大学における過去のベンチャー
設 立 数 の 累 積 値 と 正 の 相 関 を 持 つ こ と か ら

（Rodeiro-Pazos,�et al.,�2012）、大学内に蓄積された
支援経験による影響も無視できない。

これらに対して、大学の規模や研究の質は大学
発ベンチャーの設立数にはっきりとした影響を及
ぼさないようである。例えば、大学の研究者数、
学生数、予算額はいずれもベンチャー設立数に有
意な差をもたらさない（Lautenschläger,�Haase,�
and�Kratzer,�2014）。研究者 1 人当たりのトップ
ジャーナル採択数（Caldera�and�Debande,�2010）
や、博士号を持つ教員の割合および博士号を持つ教
員による論文刊行数（Rodeiro-Pazos,�et al.,�2012）
も、ベンチャーの設立数との間に有意な相関関係
を示さないことが報告されている。

さらに、TLOと大学発ベンチャーの設立数の関
連については、分析する項目により結果が分かれ
ている。TLOが存在する大学のほうがベンチャー
の設立数が有意に多く（Fini,�et al.,�2017）、また
TLOのスタッフの年収が高いほどベンチャーの
設立数も多い（Markman,�et al.,�2004）。他方、
TLOの設立からの年数や、TLOに在籍するベン
チャー支援の専門家の人数は、ベンチャーの設立
数に顕著な影響を及ぼさないとの結果が得られて
いる（Caldera�and�Debande,�2010）。

ただし、そもそも大学やTLOを取り巻く環境
や制度、さらには産学連携およびアカデミック・
アントレプレナーシップの背景を成すイノベー
ション・システムの様相は、国・地域ごとで異な
ることに留意しなければならない（Nelson（Ed.）,��
1993;� Cooke,�Uranga,� and�Etxebarria,� 1997;�
Etzkowitz� and�Leydesdorff,� 2000な ど ）。 ま
た、大学やTLOの具体的な設置形態とガバナン
ス構造の実態も多様であり、活動の範囲や内容
も 各 々 で 異 な る の が 実 情 で あ る（Brescia,�
Colombo,� and�Landoni,� 2016;� Ikeuchi,� et al.,�
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2023; 池内ほか、2023）。国・地域ごとに高等教育
機関が制度化されてきた歴史が異なり、それに
よって生じる大学モデルや産学連携モデルの多様
性・多面性を考慮した分析を行うことは、国際的
にも研究課題として認識されるようになってきて
いる（Leišytė�and�Fochler,�2018;�Nsanzumuhire�
and�Groot,�2020）。こうした文脈を無視し、既存の
実証結果を強引に統合してしまえば、異なる前提
から導出された結論を比較したり関連づけたりす
ることになりかねない。

にもかかわらず、日本では米国のモデルが過度
に受容されている。米国における産学連携のト
レンドが変節すると見るやいなや、それが日本に
も移植可能であるとの希望的観測のもと、政府は
大学から自律的なガバナンスの能力と権限を実質
的に削減しつつ、一方で新たな役割を次々と付与
してきた。このような政策プロセスは大学の管理
層と現場を疲弊させ、組織運営と支援業務の両面
での機能不全を引き起こす（Yokoyama,�2006）。

（�2�）本研究の視座と目的

トップダウン的な制度変化が生じ、それにより
大学の組織的行動が影響を受けるという構図は日
本の高等教育政策や産学連携政策、イノベーション
政策の領域で繰り返し観察されてきた。そして、
大学で生まれた学術的成果を実用化するチャネル
として、大学関係者が自ら設立したり、経営に参
画したりするベンチャーに期待を寄せる言説は、
その最も新しいバージョンであるといえる5。

だが、大学発ベンチャーの設立は産学連携、な
いし大学による社会貢献の一経路に過ぎず、それ
以外のエンゲージメント手段が封鎖されてしまっ
たわけでもない。大学内で生まれたシーズが社会

5　�前述のとおり、日本においては2001年に提示された平沼プランがその嚆矢であるが、本稿の議論では特に岸田文雄政権の「スタート
アップ育成 5 か年計画」によって、大学発ベンチャーが産学連携の主要アクターとして位置づけられつつある動向を念頭に置いてい
る。なお、近年の政策的議論では、「ベンチャー」を「スタートアップ」と呼び換える傾向が見て取れるが（福嶋、2023、pp.182-183）、
本稿では両者に本質的な差異があるとは想定せずに論を進める。

のニーズと結びついて価値を創造するまでの長い
プロセスの中で、民間企業との共同研究は通常上
流側にあり、主に知的財産のライセンシングを通
じた技術移転とベンチャー企業の設立は補完的な
選択肢として下流側に依然として並存している。
また本来、技術移転という表現は既存企業だけで
なく新規ベンチャーへの移転も含意しており、大
学発ベンチャーの設立を支援することと、大学発
ベンチャーへの知財ライセンシングとも密接に関
係している。したがって、大学によるベンチャー
設立支援の活動は単体として議論されるべきでは
なく、産学連携活動に包含される他の論点と常に
関連づけられねばならない。

言い換えれば、大学やその内外の産学連携組織
が効果的にベンチャー創出を支援できるかどうか
は、それらが従来から役割を担ってきた領域、す
なわち産学共同研究や大学発シーズに基づく知財
ライセンシングとの関係性によるところが大き
い。具体的には、産学連携全体を俯瞰する視点か
らは、限りある金銭的および人的な資源の配分が
問題になる（Geuna�and�Muscio,�2009）。ベンチャー
の支援そのものにフォーカスした視点では、関連
する部門・職能との協働が問題になる（Siegel,�
Waldman,�and�Link,�2003）。特に大学発ベンチャー
の設立を通じて大学発技術の商業化を志向する場
合には、いうまでもなく、大学はベンチャー設立
と知財ライセンシングの両面に関与しなければな
らない。大学発ベンチャーの創出が新たなイノ
ベーション・プロセスとして注目を集めていると
しても、それが産学連携という多面的な活動の一
領域であるという構図を見落とすべきではない。

しかしながら、「産学連携の一領域としてのベン
チャー支援活動」という構図のもとで現場のマネ
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ジメントを描写した議論は不足している。特に、
産学連携に関する過去の議論が焦点を当ててき
た、共同研究や技術移転といった領域と、近年急
速に注目されているベンチャー創出の領域との間
に存在するギャップは、実務者のみならず研究者
や政策担当者にとっても重要な論点である。この
ギャップを埋めるためには、直近のトレンドを既
に取り組まれてきた実践内容と相対化する視座が
不可欠である。

そこで本稿では、大学の産学連携システムの中
で、主に技術移転を担当する部署の人々が、ベン
チャー創出振興という新たな波にどのように対応
しているのかを描写し、現場のマネジメントが直
面している課題と、その発生メカニズムを明らか
にする。これにより、産学連携のマネジメントに
関する議論の実質的な前進と、実務的なインサイ
トの提供を目指す。上記の目的に即して、本稿で
は、大学内で直接的にベンチャー創出支援を担当
する部署ではなく、大学の産学連携部門内で主に
ベンチャー創出以外の領域を担当する部署に対し
て実施されたインタビュー調査の結果を分析す
る。そして、当該部署がいかに大学発ベンチャー
支援に関与し、自らの支援活動をどのように捉え
ているのかを明らかにすることを試みる6。

6　�産学連携部門の本部の役職者は外部から登用されることが少なくない。筆者らは現場に近い実務者へのインタビューをできる限り行
うことで、大学におけるベンチャー支援に関与する当事者であり、同時に内部観察者でもある現場の視点や認識を意図的に聞き取ろ
うとした。従来の大学発ベンチャー研究が、ベンチャー領域の主観的認知を聞き取るアプローチを採用しているのに対し、異なるア
プローチを採用することで、ベンチャー領域を対象とする今後の調査研究にも重要な視座を提供できると考えたためである。�

7　�大学によって、産学連携に関する組織の体制や部門の名称などが異なるためである。大学によっては、産学連携の各領域と対応した
部門を設置し、これらを産学連携本部によって束ねている例もあれば、単一の部門によって産学連携全般が所管されている場合もあ
る。筆者らが実際にインタビューを行った対象は、知的財産の管理やライセンシングを専門とする実務担当者が中心であるが、中に
は他の産学連携領域を兼務している人もいる。

なお、本稿における研究対象の呼称に関する定
義と位置づけは表のとおりである。本稿では、産
学連携に係る部門・職能を統括する組織単位を総
称して「産学連携部門」と表記する。これに対し、
組織構造において産学連携部門の内部や下部、あ
るいは外部に存在し、産学連携の特定領域を専門
的に所管する組織単位や職能を指す場合は「〇〇
領域」という表現を用いる7。

3　研究方法

本節では、大学発ベンチャーを支援する現場の
実態や認識を調査した際に取得したデータの収集
方法や調査対象について説明する。インタビュー
を 実 施 す る 大 学 の 選 定 に は、DEA（Data�
Envelopment�Analysis:�包絡分析）を手法として
用いた。DEAは、Charnes,�Cooper,�and�Rhodes

（1978）によって提案され、複数のインプットをア
ウトプットに変換する活動単位で意思決定の効率
性を測定するために使用されるのが特徴である。

大学の選出方法としてDEAを用いた理由は以
下の 2 点である。第 1 に、大学の産学連携部門に
求められるアウトプットには複数の指標があり、
それぞれに複数のインプットが関連しているから

論文での表記 大規模な大学の例 小規模な大学の例 学内の他部門が
兼務する例

レイヤー 1
（産学連携全般） 産学連携部門 産学連携本部 社会連携課 研究推進課

レイヤー 2
（担当業務別）

知的財産領域／
ベンチャー領域 知的財産部門 知財担当 産学連携担当

資料：筆者作成

表　大学実態ごとに異なる産学連携の組織
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である。DEAでは、各分析対象にとって最も有利
になるようなインプットとアウトプットの重みづ
けを計算し、その結果に基づいて効率性の評価を
行う。そのため、大学のように規模や立地の面で
異質性が大きく、画一的な基準による比較が意味
を成さない組織の評価に適した手法である。本稿
では、インプットの指標を「研究者数」「科研費獲
得金額」とし、アウトプットの指標を「ライセン
ス収入」「大学発ベンチャー数」として、効率性の
高い大学を抽出した。第 2 に、技術移転に関する
研究でもDEAが使用された研究はいくつかあり

（Chapple,� et al.,� 2005;�Anderson,�Daim,� and�
Lavoie,� 2007;�Curi,�Daraio,� and�Llerena,� 2015;�
Sutopo,�et al.,�2022など）、第 1 の理由と合わせて、
大学の産学連携部門のパフォーマンスを評価する
うえで有効であると考えたからである。

調査対象を選定するために用いたデータは、文
部科学省が毎年実施している「大学等における産
学連携等実施状況調査」として提供されている、
2018〜2021年の 4 年間のデータである。まず、こ
の調査に回答している大学から、科研費受入額が
1 億円以上かつ研究者数20人以上の154大学に絞
り込んだ。さらに、DEAにより、最も効率的にパ
フォーマンスを挙げていると評価された「第 1 階
層」の大学と、次いで効率的であると評価された

「第 2 階層」の大学を抽出した。
これらの大学に対して、「科学技術イノベー

ション政策のための科学研究開発プログラムに係
る共同研究プロジェクトへのインタビュー調査協
力について（ご依頼）」として、郵送およびメール
で依頼書を送付した。さらに、一部の大学には、
第一著者が架電により協力を依頼した。なお、依
頼書を送付する前に、京都大学大学院経営管理研
究部の倫理審査の承認（受付番号：第23-022号）を

8　�対面とオンラインのハイブリッド形式については、第一著者がインタビュー協力先に赴くことを必須とし、本プロジェクトの他の
メンバーは、対面で同席、またはインタビュー先で接続したZoomミーティングによりオンラインにて参加した。

9　大学とは別法人である外部型TLOによる発言も便宜上、知的財産領域に対するインタビュー結果として引用している。

受けている。インタビューは、対面とオンライン
のハイブリッド形式またはオンライン形式で実施
した8。最終的に「第 1 階層」の14大学、「第 2 階層」
の 4 大学に加え、トライアンギュレーションの観
点から2018〜2021年の 4 年間の生産性上昇率が上
位の大学のうち 4 大学、旧帝国大学、民間TLOお
よび内部型・外部型TLO9にインタビューを実施し
た。インタビュイーはインタビュー先に適任者を
選出してもらい、技術移転に関する部署における
所属長から実務担当者までを幅広く対象とした。
インタビューは、2023年10月27日から2024年 6 月
28日までの間に28回実施した。

調査は、国立研究開発法人科学技術振興機構社
会技術研究開発センター（JST-RISTEX）の研究
開発事業「科学技術イノベーション政策のための
科学」における研究プロジェクト（課題番号：
JPMJRX21B2 ）の一環として実施した。インタ
ビューの形態は、技術移転に関する質問を中心と
した半構造化インタビューである。この中で、大
学発ベンチャーへの技術移転を含む支援活動につ
いても質問を行い、本稿ではこれらの回答を中心
に分析した。

分析には、質的データ分析ソフトウェアである
MAXQDAを用いた。インタビューデータの中
で、大学発ベンチャーに関する発言のあった箇所
をピックアップしてコーディングを行い、一つ一
つの発言を確認しながら、次節で詳述する四つの
カテゴリー（テーマ）を特定した。

4　インタビュー調査からの発見

質的分析の結果、産学連携部門が大学発ベン
チャーをどのように捉え、対応しようとしている
のかが明らかになった。本節では、インタビュー
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何が大学のベンチャー支援を難しくさせているのか
―効果的な支援を阻む二つのサイクル―

データの分析を通じて浮かび上がった四つのカテ
ゴリーについて、発見事項と代表的な発言を示す。

（�1�）産学連携部門はベンチャー支援を�
� どのように理解しているのか

まず、各大学の産学連携部門が大学発ベン
チャーをどのように捉えているのかについて述べ
る。大学発ベンチャーは、学術的成果を実用化す
る新たな手段として社会的な認知度を高めている
が、ほとんどの産学連携部門における捉え方も、
同様の見解で一致していた。

注目すべきは、大学発ベンチャーという産学連
携のチャネル（経路）は、従前から存在したチャ
ネルを代替するものではなく、両者が並存し、し
ばしば補完的な選択肢として認識されている場合
があることだろう。ただし、これまで産学連携部
門にとっての主な業務といえば、共同研究や技術
移転のプロセスにおいて、知的財産の技術移転活
動を通じた橋渡し役を担うことであった。現場で
は、これまで従事してきた支援領域がベンチャー
支援領域によって代替されることはないと理解し
つつも、両者が異質な業務であることも自覚して
いた。

「技術移転の流れというのは、単独の特許や技
術成果を直接企業へライセンスしたり、企業との
共同研究を通じてライセンスしたり、最近は大学
発ベンチャーを創出して、そこで技術移転をし
たりしていくこと。今、主にこの三つかなと思っ
ていまして、どれが多いかはわからないですけ
れど、最近やはり大学発ベンチャーの創出や
ベンチャーへの技術移転に力を入れているという
のはあります。」（国公立大学A／知的財産領域／
管理職）
「大学の中でも大学技術の社会実装をもっと進

めていこうという中で、スタートアップという選
択肢が一つあるかと思うのですけれども、これを

従来以上に推進していこうと。やはりスタート
アップを進めていくうえで、知財は切り離せない
ということもあります。」（国公立大学B／知的財
産領域／担当者）
「技術移転のセクションだけだったら、ライ

センスがまずはKPIでありゴールですが、今は必
ずしもライセンスで決着するというより、例えば

『スタートアップづくりをしたほうがよくない
か？』とか、場合によっては『この技術は大企業
でしかやれないから共同研究に持っていくほうが
よくないか？』というように、その研究成果に最
適なモードって何だろうと考えています。」（国公
立大学C／産学連携部門／管理職）
「両方のパスがあるべきだと思いますけれど

も、本学としては残念ながら、普通の民間企業へ
のライセンシングで大きな製品につながっている
というか、大きなライセンス収入があるというも
のはまだないです。」（国公立大学D／産学連携部
門／管理職）

インタビューを実施した大半の大学で、大学発
ベンチャー創出が新たな産学連携の選択肢である
という共通の認識を持っていた半面、学術的成果
をどの経路で実用化につなげるべきかという点に
ついては様々な見解が語られた。現場では各大学
の特徴や実態に即していくつかの基準を想定しな
がら、望ましい連携形態を模索しているようで
ある。

「研究シーズを企業との共同研究に持っていく
か、スタートアップを起業するかという、どこか
で分かれ道があるので。」（国公立大学E／産学連
携部門／管理職）
「そこは難しいところがあります。でも、やはり

テーマ、シーズの特性にもよりますよね。どこか
に独占させるのであれば、別に起業する必要はな
いのですが、やはり広く使えるような技術という
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のは、スタートアップをつくったほうがよい場合
もありますよね。一つの企業に独占をさせるのは
適切ではない分野と、企業がすぐに手を出しにく
い分野。時間軸として、そういうところはスター
トアップが合うのかなと。IT系のスタートアップ
は先生や学生がすぐに起業できるので、つくりや
すいというのはありますよね。」（国公立大学A／
知的財産領域／管理職）
「特許を持っている教員がベンチャーをやりた

いのか、そうでないのか、というので分かれてく
るのが実態かなと思っています。」（私立大学F／
産学連携部門／担当者）
「もはや言語化ができなくて、その時の状況で

判断する以外はないと思いだしています。基本的
には資金調達できるかどうかで、できそうだった
らスタートアップのほうがよいと思っています。」

（国公立大学C／産学連携部門／管理職）

（�2�）産学連携部門はベンチャー支援へ�
� どのように関与しているのか

これまで大学の産学連携部門は共同研究や技術
移転に関する業務を主な役割としてきたが、近年
になってベンチャー創出が新たな支援領域として
実質的に追加されることとなった。それに伴い、
ベンチャー支援領域に対応する体制が確立できて
いない現場も多いことが明らかになった。インタ
ビューを実施した大学の中で、予算規模が比較的
大きい大学や、ベンチャー領域に特化した部署が
設置されている大学においても、知的財産領域の
人材が兼務にて対応している例があった。

「ベンチャー支援部門は、部門長、副部門長と、
あと兼務の方が 2 人だから、合わせて 4 人で、事
務の方を入れると 5 人。ただ私もかなりがっつり
足を踏み込んでいます。肩書きはないですけれ
ど。」（国公立大学G／知的財産領域／管理職）
「研究開発型のスタートアップなどはわれわれ

のほうで全部やっています。〇〇（部署名）とい
う新たな名前をつけられてちょっとびっくりした
のですが。〇〇（部署名）が、産学連携から科研
費の実務を全部やっているようなところですの
で、今人数的には一番大きいですかね。ほかの大
学に比べたら圧倒的に小さいですが。」（私立大学
H／産学連携部門／管理職）

筆者らが行った知的財産領域へのインタビュー
調査の対象には、共同研究や技術移転による産学
連携の体制構築さえ不十分だと認識している大学
も含まれていた。そうした大学の産学連携部門
は、ベンチャー支援の必要性を感じながらも、資
源不足から人員を配置できない現状へのもどかし
さを抱えていた。

「スタートアップに関しては、正直に申し上げ
ると、大学としての支援体制は整っていません。
先生方の中にはもちろんスタートアップに興味を
持っていらっしゃって、活動されている方はい
らっしゃいますが、大学発としての支援は今現在
対応できていない状況です。」（私立大学I／知的財
産領域／担当者）
「現状そこまで細かな手が回っていくかという

と難しいと思います。基本はライセンシングのほ
うが中心で、あとは先生方の気持ちとか、準備が
整った段階でサポートするというのが、今のマン
パワー的には限界かなと思っています。」（私立大
学F／産学連携部門／担当者）

中には、ベンチャー領域の支援に特化した部署
を新たに設置する大学もあったが、複数の産学連
携チャネルがある中で、関連部署との情報共有や
連携について課題を指摘する例も見られた。

「ご存じのように、大学の中に産学連携などの
支援機関はいろいろありまして。それぞれが自分
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のところのミッションで支援をしようと先生方に
動いたりすると、先生からしたら『また来た』と
いうようなこともあったりします。例えば、ス
タートアップ支援であれば起業の段階でもそうで
すし、URA10は研究を開始する前からの支援にな
ります。いろいろなステージでサポートするメン
バーが替わって情報が途絶えると、また一から話
を始めたり、話の方向性が変わってしまったりと
いうこともあります。」（国公立大学J／知的財産領
域／管理職）
「あちら（大学発ベンチャー創出を支援する部

署）に理系の人を雇ってくださいとお願いしてい
るのです。そうしないと、先生の技術が理解でき
ないのに起業させようとしても、ちょっとまだ

（研究シーズからの事業化は）難しいフェーズでは
あります。ただ、一緒に情報交換してやっていこ
うとは、向こうの長と話しています。」（国公立大
学E／産学連携部門／管理職）

（�3�）技術移転領域の部署はベンチャー支援の�
� 範囲をどのように線引きしているのか

大学発ベンチャーという支援対象は多義的で曖
昧なままで受け取られており、「誰が大学発ベン
チャーを支援するのか」「どこまで大学発ベン
チャーを支援するのか」について、見解や支援体
制は多様であった。

大学発ベンチャーに対応する人的資源や専門
性、および経験が不足していることに加え、大学
発技術シーズに基づかないベンチャーまでもが支
援の対象として拡大され、知的財産領域の部署が
対応に苦慮している事例もあった。現状、経済産
業省（2024）の定義によれば、大学発ベンチャー
は 6 種類に類型化されている。その中で、産学連
携の新たな選択肢としての大学発ベンチャーは、
大学の研究成果の実用化を目的とするものが想定

10　ユニバーシティ・リサーチ・アドミニストレーターの略。大学などの研究機関で研究活動を支援する人材。

されているはずである。しかしながら、産学連携
部門の現場では、経済産業省（2024）が定義する
ベンチャーのうち、どこまでを自分たちが支援す
べき対象であるのかが曖昧にされたまま、大学発
ベンチャー支援に取り組むことを求められている。

「私たちが直接関わったり、知財の移転のよう
な形で支援できたりするのはやはりテック系です
よね。特に大学が持っている知財を活用していく
ような。それ以外の、例えば卒業生がITベン
チャーのようなものを起こすというのは、大学と
してはほとんど関われないので。強いて言うと、
アントレプレナーシップ教育でアントレプレナー
シップマインドを高めたうえで卒業し、それで起
業するというケースがいくつかあるかと。」（国公
立大学D／産学連携部門／管理職）
「われわれの部署（知的財産領域）で主管してい

る大学発ベンチャー支援は、職務発明を基にした
起業であり、主に研究者である職員を対象として
います。大学の特徴を踏まえると、在学中に起業
を目指す学生は多くないと想像しています。学生
の起業支援をどのように考えるかは、今後、教学
サイドでの検討になるかと思います。」（私立大学
K／知的財産領域／管理職）
「ただ、問題としては、起業はするけれども普通

の会社で、『大学発ベンチャーと呼べるの？』とい
うようなものはあります。」（私立大学L／産学連
携部門／管理職）

このような背景には、大学が学部生を中心とし
て取り組むようになったアントレプレナーシップ
教育の影響が少なからず考えられる。経済産業省

（2024）の定義では、現役の学生が関係するベン
チャーも大学発ベンチャーの対象となっている。
学生を対象としたアントレプレナーシップ教育も
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が大学発ベンチャー支援の一環と捉えられ、これ
らの支援も産学連携部門に求められている状況が
ある。

「 4 月から新しく〇〇（アントレプレナーシップ
教育を実施する部署名）という部署が立ち上がり
まして、そこが現状はアントレプレナーシップ教
育を行っており、学生の起業意識醸成を担ってい
るのですけれど、今後教員のシーズをベンチャー
化していくところも、おそらくやっていくことに
なります。やはり知財を使って教員シーズをベン
チャー化していくのと、学生のアントレ教育は、
アプローチが全然違うので、この状態のまま連携
してもたぶんうまくいかないと思っています。だ
から実際やるとなったら、例えば知財の業務を
そっちに置いて、そっちのメンバーも増やしてと
いうか、その部隊をつくらないと、部署をまたい
での連携ではちょっとうまくいかないのではない
かなと。」（私立大学M／産学連携部門／担当者）
「学生による大学発ベンチャーはほとんど特許

が絡まないので、そういう意味では少し楽をさせ
てもらっている感じです。これからもし教員が起
業するとなると、かなり特許が絡んでくるので、
忙しくなるのではと思います。」（国公立大学N／
産学連携部門／担当者）

産学連携部門では、当初想定されていなかった
アントレプレナーシップ教育や、その延長線上で
設立される学生ベンチャーについても、支援の対
象や達成目標として求められているケースがあっ
た。インタビュー対象になった大学の多くでは、
経済産業省（2024）が定義する広義の大学発ベン
チャーの設立数がKPIとして掲げられ、中には学
生ベンチャーの割合が大きい事例も含まれていた。
一部のインタビュイーの発言からは、こうした状
況を問題視しながらも組織全体の方針として受け
入れ対応しようとする現場の本音が垣間見られた。

「大学のKPIは、共同研究の金額と、研究発ス
タートアップの数なのですが…（中略）…何でも
かんでもスタートアップとするのですけれど、『そ
れをKPIにしたら、何でもOKになってしまう』と
いう思いが正直あって。そのために、下位のKPI
でちょっと違う要素を入れたりというのは、今工
夫しているところです。」（国公立大学C／産学連
携部門／管理職）
「ベンチャー支援というと、『ベンチャー何件』

みたいなところを、ついやりがちです。これは僕
らとしては、やってはいけないこともないのです
が、難しいなと思っています。というのは、僕ら
で決められることではなく、先生が判断すべきこ
とだからです。僕らが『先生、ベンチャー立てて
ください』とお願いできる立場でもなく、そうい
う方向へ持っていくのが僕らの仕事なのですが、
なかなかKPIなり、その目標を立てづらいところ
ではあります。」（国公立大学O／知的財産領域／
管理職）

（�4�）産学連携部門は自らの位置づけを�
� どう再定義しようとしているのか

既に述べたとおり、大学の産学連携部門はかね
てより担ってきた共同研究領域や知的財産領域の
業務に加え、多様な大学発ベンチャーに対する支
援にも資源を投入することを求められるように
なっている。産学連携部門はこうした変化に対し
てどのように適合しようとしているのだろうか。

まず、筆者らが行ったインタビューからは、産
学連携部門の実務者たちがそれぞれに理想の大学
発ベンチャーの支援者像を描きつつも、実態との
ギャップを認識して思い悩んでいる様子が見て取
れた。

「研究開発系のスタートアップの支援を強化し
たのが2019年、20年ぐらいか。○○（大学発ベン
チャー支援部署名）ができてというところです。
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要は支援し始めた当初は、やはり力を入れ始めた
のでぽんぽんぽんと研究開発系スタートアップが
出てきたのですが既に弾切れを起こしていまし
て。」（私立大学P／産学連携部門／担当者）
「起業した後ですよね。今、苦しんでいるのは製

造面で、営業面は幸いにもそれなりに引き合いが
あるみたいです。では製造面で、われわれに何が
できるかというと、正直できないというところが
現状かなと思います。やりたいと思っていても、
できないというところがあって、正直なかなか支
援できていないというのが現状かなと思います。
本来はそういうところも支援していけばよいので
しょうが、なかなか難しいですね。」（私立大学F／
産学連携部門／担当者）
「私は、教員がベンチャーを立ち上げるに当

たって何件か関与しています。本学の技術シー
ズ、知財をベースにしているものが多いので、関
与はしています。政府が非常に力を入れていると
いうのはわかりますし、われわれもそれにもち
ろん乗らなければいけない…言い方悪いですね。
乗るべきだと考えているので、対応はしているの
ですが。」（国公立大学G／知的財産領域／管理職）

では、人的資源管理や組織開発の取り組みを通
じて、産学連携部門が理想とするベンチャー支援
者像に辿り着くことはできるのだろうか。筆者ら
が行ってきたインタビューの中で、既存の産学連
携業務に携わる人材の多くは、大学経営上の理由
から、任期つきで雇用されている実態が明らかに
なっている。そのため、専門人材が現場での経験
やノウハウを習得したとしても、雇用が継続され
ず、現場に知見が蓄積されづらいという課題がほ
とんどの大学に存在する。このような事情によ
り、多くの大学の産学連携部門では、新たに追加
されたベンチャー領域に対応する専門人材を配置
することができないか、仮に配置できたとして
も、これまでどおりに任期つきの人材を雇用せざ

るを得ない場合が多い。産学連携支援の現場で
中長期的な組織学習が阻害されやすい状況は、
ベンチャー領域においても解消されない可能性が
高い。

「経験が浅いコーディネーターが多くても組織
運営においては問題なのですけれども、やはり
コーディネーターの新陳代謝と、その中でコー
ディネーターのノウハウの継承をどうしていくの
かということが結構難しい。数を増やしつつ、そ
ちらもしっかりやらないといけないというところ
です。」（私立大学P／産学連携部門／管理職）
「やり方が何せまずい。やはり競争的資金で、
5 年で閉じてしまうようなやり方だから、結局人
材が定着せず、そこで培ったノウハウも散逸して
しまうのですよね。産学連携とか大学の知財管理
も、何も蓄積になっていない…（中略）…各大学、
特に小さい大学は、『自分たちは人もいないし、お
金もありませんし、特許とかどうしたらよいので
しょう』という感じです。20年前にタイムスリッ
プしたかのような印象を受けるし、何でこんなこ
とになっているのかという話ですよね。まったく
同じことが、アントレプレナーシップ教育に関し
ても起きると思いますね。」（国公立大学C／産学
連携部門／管理職）

ところで、ここまで見てきたインタビュイーの
発言からは、大学発ベンチャーの支援について、
現場のキャパシティ以上に対応しなくてはならな
いという意識を持ちつつも、現状そうではないと
悩んでいる様子が窺える。一方で、外形的に「ベン
チャー領域にも支援範囲を拡げた成功事例」と見
なされている大学の知的財産領域は、自分たちが
なすべき役割を見極め、むしろ本来の産学連携業
務の範疇からベンチャー支援と向き合おうとして
いた。すなわち、多くの大学が描く理想の大学発
ベンチャーの支援者像は、「うまく機能している」
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大学が実際に行っている大学発ベンチャー支援と
は異なっていることも明らかになった。

「スタートアップと伴走するのはやはりベン
チャーキャピタルだという認識はあるので、私た
ちはそこのファンクションまで踏み込むものでは
ないと認識しています。…（中略）…ただ、やは
りスタートアップの可能性、既存企業にライセン
スするだけではなくて、もっと積極的にそういう
ところと連携するという意味でのスタートアップ
支援というか、スタートアップの起業の頻度を上
げる支援という意味になりますでしょうか。そう
いうものを、きちんと推進していきたいですね。」

（国公立大学Q／知的財産領域／管理職）
「やはりスタートアップも私は大事だとは思っ

ているのですが、スタートアップ神話というか、
そればかりに注力しても危ないと思います。…（中
略）…スタートアップだけではなくて、いろいろ
育てていくものとかライセンシングとか、いろん
なものをきちんと手掛けていく必要性はあるとは
思っています。」（国公立大学J／知的財産領域／管
理職）

5　考察―効果的な支援を阻むメカニズム―

本稿では、大学発ベンチャーの設立が相次ぐ
中、ベンチャー支援を専門的に所管する部署では
なく、大学の産学連携を統括する部門や、知的財
産のライセンシングに代表される技術移転の担当
部署の視点から見た、大学発ベンチャー支援に関
する認識や対応状況について調査した。その結
果、多くの事例において、大学発ベンチャーの支
援という新たな役割への関与について多くの課題
を抱えている実態が明らかになった。以下では、
前節で挙げてきた発見に基づき、大学における
ベンチャー支援が機能不調を来すメカニズムにつ
いて考察する。

（�1�）大学発ベンチャー支援の�
� 過大受容による機能不調

社会貢献という第 3 の使命が求められるように
なって以来、多くの大学が産学連携部門を立ち上
げ、技術移転を通じて学術的成果の実用化に取り
組むようになってきた。さらに近年では、ベン
チャー創出を通じたアカデミック・アントレプレ
ナーシップに注力することも期待されるように
なっている。しかし、筆者らが実施したインタ
ビュー調査からは、産学連携支援の範囲の拡大と
いう環境変化に対して、大学の産学連携部門の経
営資源および組織的基盤の強化が追いついていな
い、という実態が明らかになった。

このような状況の一因になっていると考えられ
るのは、多くの大学において、大学発ベンチャー
という言葉が含意する範囲が曖昧なまま用いられ
ていることである。前述のとおり、日本における
ベンチャー振興に関する政策的議論では、大学発
ベンチャーを幅広い類型化に基づいて定義してい
る（経済産業省、2024）。筆者らの調査対象では、
このような定義をそのまま受け入れ、自らが対応
すべき範囲をいつの間にか拡張させてしまってい
る例が珍しくなかった。

そもそも、共同研究や技術移転の支援に対応す
る資源や専門性が不足している大学は珍しくな
く、そうした大学ではベンチャー創出という外部
からの新たな期待に応えるべきであると考えつつ
も、実現できていないのが現実である。広義の大
学発ベンチャー全般を支援し得るだけの体制をつ
くり上げた少数の大学を除くと、学術的成果に基
づかない大学発ベンチャーへの支援や、学生に対
するアントレプレナーシップ教育をも自らの役割
として認識するようになった産学連携部門では、
リソースの欠乏感がいっそう強まっているようで
ある。

筆者らは、経済産業省（2024）における「学生
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ベンチャー」を始めとする、学術的成果に基づか
ずに設立された大学発ベンチャーの支援・振興を
軽視したいわけではない。ここで指摘しているの
は、本来期待されているものとは異なる役割や専
門性が新たに要求されることにより、産学連携部
門が担うべきその他の業務を阻害したり、全体的
な資源配分を非効率にしたりしかねないという問
題である。

さらに、いくつかの大学の産学連携部門の事例
からは、自らが行うべきであると考えるベン
チャー支援業務の範囲について過大に捉えている
場合があることもわかった。「新しい資本主義」や

「スタートアップ育成 5 か年計画」といった方針が
岸田政権によって示されたことにより（内閣府、
2022b）、大学発ベンチャーに対する期待は高まっ
ているといえる。この期待の背後には、大学発
ベンチャーはエグジットを果たすべきであるとの
考え方が存在しているが、多くの大学はそうした
価値観を素直に受容し過ぎている11。

資源と専門性が不足する産学連携部門の中に
は、少数の成功事例に基づいて形成された理想の
大学発ベンチャーの支援者像を参照し、自らの
キャパシティを超えた役割にまで手を伸ばす必要
性を認識し、それを実践できないことにもどかし
さを抱えている例が一つのみならず観察された。
大学発ベンチャー支援の対象・範囲の拡張を目の
前にして、産学連携部門は自らの役割の再定義に
苦慮しているのではないだろうか。このように外
的に与えられた規範を過大に受容することは、産
学連携部門が大学発ベンチャーを「支援」するこ

11　�ここでのエグジットとは、ベンチャーが株式公開（IPO）や第三者への事業売却（M&A）により、株主が出資していた資本を最大
限に回収するための経営戦略のことを指す。所有者の利益を確定させ、ベンチャーとしての活動に区切りをつけることを含意し、成
功のマイルストーンと見なされる（山田、2015）。なお、「スタートアップ育成 5 か年計画」（内閣府、2022b）の中では、研究大学には
1 大学につき50社のベンチャーを設立し、その中から最低 1 社はエグジットさせることが期待されている（ 1 大学 1 エグジット運動）。

12　�ここでの「（逐次的な）対応」は「やり過ごし」と言い換えることもできる。経営組織論におけるやり過ごしとは、現場の形式的管
理基準に必ずしも基づいておらず、表面的な対応や暫定的な解決策が選ばれる状況を指す概念であり、日本の組織に特徴的な現象で
あるとされている。この意味におけるやり過ごしは、同じく組織論の分野で提唱された「ゴミ箱モデル（Garbage�Can�Model）」と
呼ばれる組織的意思決定のパターンが、無秩序かつランダムに行われるバリエーションとして定式化され、経験的に検証された概念
である（高橋、1992）。

とをかえって困難にし、逐次的な「対応」に終始
せざるを得ない状況をつくり出している12。

産学連携部門で活躍する人材に本来期待される
専門性は、あくまでも共同研究や技術移転の領域
における産と学の橋渡しに関するものである。こ
れらの領域に投じる資源と専門性さえ不足してい
る例が珍しくない現状を鑑みると、産学連携部門
としてカバーすべきベンチャー領域の支援範囲に
ついては冷静な検討が求められよう。現実的に
は、多くの産学連携部門が有効に支援できるベン
チャー領域の業務範囲は、大学発ベンチャーへの
技術移転や、ベンチャー設立に向けた知的財産の
構築を目指す共同研究のアレンジメントまででは
ないだろうか。本格的な事業開発からエグジット
までの伴走を基本メニューに加えることは多くの
産学連携部門にとって過大な負荷であり、有効に
機能しない可能性が高い。

自らの専門性から逸脱して業務範囲を拡大する
ことは、全国的に見て研究予算の規模が大きい大
学の産学連携部門にとってさえ得策ではないとい
えるだろう。筆者らがインタビューしたある研究
大学の産学連携部門では、これまで実施してきた
共同研究や技術移転に関わる支援を大学発ベン
チャーに対しても提供する一方で、スケールアッ
プやエグジットを目指す成長ステージにある企業
の支援は、ベンチャーキャピタルなどの専門家に
委ねるべきであると考えていた。学生へのアント
レプレナーシップ教育についても同様で、あくま
でも専門部署との連携を既存業務の範囲内で行う
ことが産学連携部門の領分であると見なしていた。

─ 73 ─

61-80_森口_林_山田.indd   7361-80_森口_林_山田.indd   73 2024/11/13   10:022024/11/13   10:02



日本政策金融公庫論集　第65号（2024年11月）

（�2�）現場が「支援」ではなく「対応」に�
� 終始せざるを得ない構造的要因

大学発ベンチャーに対する社会的な期待感が強
まるとともに、全国の大学の産学連携部門では支
援業務の対象や範囲が拡大し、それが現場の機能
不調をもたらしていることは前述のとおりである
が、機能不調を常態化させる構造的メカニズムの
存在も指摘できる。

筆者らが調査した範囲で、大学が大学発ベン
チャーの設立数をKPIとして掲げ、産学連携部門
がこれを受容しているケースは多かった。本来、
産学連携部門が支援に関与することを期待されて
いる大学発ベンチャーとは学術的成果を活用する
ベンチャーであり、この意味でのベンチャー創出
とは研究シーズを商業化する選択肢の一つであ
る。大学のシーズを実用化するという目的に対し
て、最も望ましい手段としてベンチャーの創出が
選ばれるということであれば問題はないだろう。
しかし、大学発ベンチャーの設立が自己目的化

13　�非営利組織である大学と営利組織であるベンチャーや投資会社、さらには政府や地方自治体を駆使して、大学発ベンチャーを政策的
に振興する際には、複合的なガバナンスのための調整コストや不確実性が発生する。それに伴って起こる問題については山田（2015）
の 8 章を参照されたい。

し、産学連携部門もその数字をKPIとして追いか
けるようになれば、現場の衰弱は避けることがで
きないだろう。

そもそも、大学は営利を求める存在ではない。
大学が産学連携部門を設置し、学術的成果の商業
化に関わるようになったのは、それが教育・研究
に次いで明記されるようになった第 3 の使命、す
なわち社会貢献に資すると考えられるからであ
る。図－ 1 は、大学における研究の実践性と成果
の時間軸を図示したものである。大学は産学連携
部門を仲介者として活用しながら民間企業などと
研究・開発連携を行い、知財のみならず、権利化
されていない知識をも成果として外部へ移転して
いる。大学発ベンチャーは研究・開発連携の当事
者として関与することはあるものの、設立された
企業それ自体が追求しなければならないのは、事
業パートナーとの事業創造連携を通じて収益を確
保することである。営利組織でない大学が、収益
性を成果とする大学発ベンチャーといかに向き合
うのかは極めて微妙な問題なのである。ガバナン
スの前提さえ異なる主体同士の橋渡しを役割とす
る産学連携部門の活動実態と、マネジメント層が
掲げる評価指標が噛み合わなければ、現場の機能
不調の常態化が引き起こされるだろう13。

ところで、まだ産学連携や技術移転よりも産学
共同という表現が多く用いられ、主に産学共同研
究のコーディネートを担うリエゾン・オフィスの
設置が大学内で活発化していたころの議論ではあ
るが、綿引（2007）による指摘は現在の産学連携
部門にも当てはまる点が多い。綿引（2007）によ
ると、リエゾン・オフィスの業務は現場での行為
と組織的成果との因果関係が不明瞭であり、組織
メンバーの環境認識能力が低下しやすい。環境認
識能力が低下した組織では合理的な意思決定の機

図－1　大学における研究の実践性と成果の時間軸

人材地域・教育連携

知識・知財研究・開発連携

収益性事業創造連携

短期
時間軸

長期

基礎的

応用的

知の実践性

アカデミック
志向性

ビジネス
志向性

資料：山田（2015）より筆者作成
（注）�時間軸が長期で知の実践性が基礎的であるほど「アカデ

ミック志向性」が高く、時間軸が短期で知の実践性が応
用的であるほど「ビジネス志向性」が高いことを意味する。
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会が減少し、その代わりにメンバーの思い入れや
思い込み、組織内のパワーゲームといった攪乱要
因に支配されてしまう。こうして発生する「意思
決定のランダム・ウォーク」は最終的に自部署の
システム維持さえ難しくし、資源の浪費をもたらす。

以上のような、約20年前のリエゾン・オフィス
で生じていた状況は、今なお産学連携部門や同部
門に関する大学経営陣の意思決定プロセスにおい
て再演されているおそれがある。大学の経営陣が
自らの使命とミスマッチなKPIを採用したり、現
場のキャパシティを超えて産学連携支援の内容を
肥大化・複雑化させたりするのは、大学発ベン
チャー創出の政策的振興という変化の帰結を適切
に認識できていないことの表れなのかもしれない。

全学レベルで受動的に採用されたKPIが形式的
なマネジメント・サイクルの中で自己目的化する
と、産学連携部門の現場で生じている機能不調を
改善することも困難になる。多くの大学はベン
チャー設立数をKPIとして設定し、大学同士でそ
の目標の設定水準や達成度を競っている。こうし
た状況では、ベンチャーの支援は自組織のプレ
ゼンスを高めるための手段と化しているか、ベン
チャーの設立が自己目的化しているといわざるを
得ない。自組織の社会的評判を上げたり、最終的
には自らの利益になって返ってきたりすることを
前提とした「支援」は、真の支援とはいえない（今
田、1997）。産学連携の現場では、大学発ベン
チャーという言葉と同様、「支援」という言葉につ
いても、その意味について曖昧なまま用いられて
きたのではないだろうか。

学術的研究は短期間で目覚ましい成果が得られ
る営みではなく、高度な不確実性や不確定性に対し
て、科学のパラダイムに則った挑戦的な冒険精神に
基づく日々の実験の積み重ねを必要とする。こうし
た活動に資する行為こそが、大学における「支援」
と見なされるべきである。自己目的化されたKPI
は、産学連携部門が本来目指すべきである「支援」で

はなく、目の前で生じた新たなタスクへの「対応」
に駆り立てる構造を生み出してはいないだろうか。

（�3�）現場の声が反映されないまま�
� 進行する二つのサイクル

前述したような産学連携支援の現場で生じてい
る課題を大学の経営層が検証し、解消していくプ
ロセスが不足していることも指摘しておきたい。
前項で論じたように、多くの大学はベンチャー設
立数をKPIとして設定し、大学同士でその目標の
設定水準や達成度を競っている。別の見方をすれ
ば、受動的なKPI設定を続ける限り、大学はその
測定に特化した物差しに基づいて、関係省庁から
表面的なモニタリングと評価検証を受け続けるこ
とになる。産学連携部門の実態と整合しない新た
な制度や世論は、大学自身によるKPIの自己目的
化から生じている側面もあるといえよう。実際、
経済産業省（2024）による調査の焦点は、支援の
結果として設立された大学発ベンチャー自体に当
てられており、その支援を行う産学連携部門の実
態には言及がない。

日本の様々な組織にはPDCAと称されるマネジ
メント・サイクルが埋め込まれており、外部組織
から受けるガバナンス・コントロールも同じ理念
に基づいている。しかし佐藤（2018）は、日本の
大学組織では往々にして計画の実行（D）と改善

（A）が実質的に機能しておらず、「計画のための
計画（PのためのP）」と「評価のための評価（Cの
ためのC）」が管理過程を支配している状況を

「PdCa」と名づけ、痛烈に批判している。前述し
た綿引（2007）における「意思決定のランダム・
ウォーク」も基本的に類似の現象であると考えら
れるが、PdCaのミスマネジメント・サイクルは組
織内だけでなく、外部からのガバナンス・コント
ロールにおいても成立し得ることが、大学のよう
な非営利組織にとっては決定的に重要である。

そして、本稿が対象としている大学発ベン
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チャー支援を取り巻く状況にも、類似の構図が見
て取れる。まず、大学発ベンチャーの設立数とい
うKPIは、制度的環境の変化を認知した大学経営
層が受動的に設定した計画（P）である場合が多
い。次に、産学連携部門はリソースの不足を押し
てこれに追従し、対応という形で実行（d）して
いる。すなわち、多くの産学連携部門の現場では、
本来的な意味での大学発ベンチャー支援を実行す
ることが難しくなっているため、どれだけ検証

（C）のステップを繰り返しても、ベンチャー支援
そのものの改善にはつながらない（a）。広義の大
学発ベンチャーを含めた設立数という短期的な数
字の変化に一喜一憂するのではなく、学術的成果
の実用化という長期的目的に適った評価指標を設
定しなければ、自己目的化したマネジメント・サ

14　�組織論研究者のカール・ワイクが提唱したセンスメイキング理論は、組織や個人が複雑で不確実な状況において、意味を見出すプロ
セスに注目している（Weick,�1995）。本文における「腹落ち」という表現は、センスメイキング（意味生成）の過程で得られる直感
的な納得感を指しており、意思決定者が状況を理解し、その理解に基づいて適切な行動を取ることができる状態を意味する。センス
メイキングの過程において腹落ちが欠如している場合、環境の変化を的確に捉えることができず、断片的かつ無秩序な意思決定が行
われるリスクが高まる。組織の上層部が、環境変化から自らにとって有意義な意味の生成に失敗すると、有効性の低い運営サイクル
がつくり出されるおそれがある。

イクルが個々の大学ごとに異なる使命の遂行をま
すます困難にしていくだろう。

ここまでの議論を図－ 2 にまとめた。本節で考
察してきた、大学発ベンチャーの支援を不調に陥
れるメカニズムは、マクロ、メゾ、ミクロの各次
元をまたいだ二つのサイクルの相互作用として整
理することができる。マクロレベルとは政府や社
会といった大学を取り巻く外部環境とステークホ
ルダーを構成する層を、メゾレベルとは大学の経
営層や執行部などの大学全体の方針や意思決定に
関わる層を、ミクロレベルとは産学連携部門の現
場を指している。

第 1 のサイクルは、マクロレベルとメゾレベル
の結びつきにより形成された、現場に腹落ちしな
い運営サイクルであり14、それは概ね次のような

資料：筆者作成

図－2　大学発ベンチャー支援における機能不調のメカニズム

表層的なモニタリング

自己目的化したKPI に
基づくPdCaサイクル

「支援」でなく「対応」（やり過ごし）
にならざるを得ない状況

トップダウン的な制度変化
（教育基本法の改正、

スタートアップ育成5か年計画など）

意思決定の
ランダムウォーク

現場の業務の複雑化と
慢性的資源不足

「成功事例」
のみの共有

現場の実態を
伝える機会の減少

希望的観測に
基づく政策形成

現場に腹落ちしない
運営サイクル

受動的な
KPI設定

恒常的な
部門間調整の不足

推進力に欠ける
実務サイクル

全学レベルの
方針への追従

理想と現実のギャップ
を埋める努力

大学への新しい
役割の付与

外生的な
ガバナンスの変化

現場の支援対象・範囲の
逐次的な拡大

マクロレベル
（社会・政府）

メゾレベル
（大学の経営層）

ミクロレベル
（産学連携部門）
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プロセスを経る。まず、「スタートアップ育成 5 か
年計画」などの制度的な変化や、世の中における
大学発ベンチャー創出に関する気運の高まりが、
大学に新たな役割を与える。それに伴って必要な
資源動員を図るために、大学ではガバナンス構造
の状態シフトが喚起される15。

本来は非営利組織である大学にベンチャー創出
という営利のロジックが導入されたことにより、
大学のガバナンス構造は複合化している。資源提
供者によって異なる要求への多面的対応をバラン
スさせることは難しく、大学の経営層は、産学連
携の現場にとって腹落ちするマネジメント・サイ
クルを構築することに失敗してきた。全国の大学
ではベンチャーの設立数が重視され、支援現場の
実態が把握されないまま、表層的なモニタリング
に基づく統治を受けることに甘んじている。後述
する第 2 のサイクルも相まって、政策や組織の評
価プロセスにおいても、一部の事例から抽出され
たものに過ぎないはずの産学連携モデルが、あた
かも正解であるかのように新たなサイクルへと反
映されていく。そのため、前述の運営サイクルは
構造的に固定化されている。

第 2 のサイクルは、メゾレベルとミクロレベル
の結びつきにより形成された、推進力に欠ける実
務サイクルである。前述した第 1 のサイクルによ
り、産学連携部門では大学発ベンチャーという言
葉が意味する対象と範囲の拡大解釈が生じてお
り、支援業務の対象と範囲も自ずと拡がって人的
資源や専門性の慢性的不足を悪化させている。そ
のような状況下で、産学連携部門は自らのキャパ
シティを超えた役割を理想として抱きつつも、資
源不足ゆえに目前の「大学発ベンチャーの設立数
がどうなっているのか」という問題への逐次的対
応に終始せざるを得なくなっている。こうした

15　�大学のガバナンス構造の状態シフトとは、主に組織外部から獲得できる経営資源の量や、資源獲得の経路を増減させることを目的と
して、ステークホルダー関係を刷新したり、自らの組織が果たすべきアカウンタビリティの水準を変化させたりすることを指す（林・
山田、2018）。

「やり過ごし」の繰り返しにより、現場の苦境を大
学内で共有する機会は減少するため、大学全体と
して整合的な意思決定を行うことはますます困難
になっていくおそれがある。

第 1 のサイクルのもとで「なぜ一部の事例はう
まくいったのか」が検証され、政策にもフィード
バックされてきたが、「なぜ多くの大学で困難が生
じているのか」を表す第 2 のサイクルは見落とさ
れてきた。産学連携部門としての大学発ベン
チャー支援が有効に機能するためには、マクロ、
メゾ、ミクロの 3 層が相互に関連し合う、二つの
機能不調サイクルと対応した処方箋が必要になる
だろう。

6　おわりに

本稿では、日本の大学におけるベンチャー支援
の実情について、産学連携部門が従前から担って
きたその他の支援領域との兼ね合いや、それらを
担当する部署における認識や反応について調査を
行った。そして、インタビューデータの分析に基
づき、大学によるベンチャー支援を難しくさせる
要因を、大学発ベンチャー支援における機能不調
のメカニズムとして整理した。第 2 節で述べたよ
うに、本稿の分析は産学連携部門のベンチャー領
域を担う部署に対するインタビューに基づくもの
ではない点には注意を要する。ただし、本稿の議
論を通じて提出した、大学発ベンチャー支援をめ
ぐる多層的で複雑な相互作用を理解するための枠
組みは、直接的にベンチャー領域を対象とする今
後の調査研究にも重要な視座を提供すると考える。

また本稿では、大学における広義の産学連携組
織を 2 階層の分析単位に単純化して議論してきた
が、実際の組織構造には顕著な多様性が認められ
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ることにも留意する必要がある。匿名性の観点か
ら、個別具体的に言及することはできないが、筆
者らが属する研究チームは、大学における産学連
携の組織体制が技術移転のパフォーマンスに差異
をもたらすことも明らかにしてきた（Ikeuchi,�et 
al.,�2023; 池内ほか、2023）。こうした研究結果を踏
まえると、大学の組織構造に変更を加えようとす
る外的なガバナンス・コントロールは、産学連携
組織に属する人々の働き方や認知の枠組みを変化
させるという経路を通じて、産学連携のパフォー
マンスにまで影響を及ぼすと考えられる。

元来、社会における大学の位置づけは、中長期
的な知識創造や人材育成のための機関であり、企
業でいうところの間接部門であった。ところが、
現代の大学は市場化された知識、すなわち知的財
産を商業化したり、即戦力としての人材を労働市
場へ供給したりする、直接部門的な役割をも明示
的に要求されるようになっている。例えば、
2014年の産業競争力強化法の改正によって、国立
大学法人や公立大学法人が大学発ベンチャーの株

式を保有し、企業価値の向上に直接関与できるよ
うになった。また、2016年には国立大学法人法が
改正され、国立大学はより柔軟な財務政策に基づ
いてベンチャー投資を行えるようになった。こう
した変化は、大学がベンチャー創出にコミットす
るための法的枠組みを強化しているが、その副作
用として、学内の組織構造や大学に対する統治原
理を一貫して複雑化させている。

そもそも産学連携のための組織は、公共性と事
業性という異なるロジックの仲介者として存在し
ている。そこに、主体的な選択とはいいがたい経
緯から組織や統治の複雑化という現象が起き、産
学連携組織はますます微妙な立ち振る舞いを求め
られるようになった。複雑化のしわ寄せが産学連
携部門で顕著に現れているのは当然の帰結なので
ある。本稿が、大学の第 3 の使命に貢献すべく奮
闘している現場の方々に届き、産学連携の仕事に
携わる本来の意義、すなわちアカデミック・アン
トレプレナーシップの「支援」について問い直す
きっかけになることを切に願う。
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